
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
トルエンの不存在下であって、酢酸エチル、アセトン、メチルエチルケトン及びメチルイ
ソブチルケトンからなる群より選ばれる少なくも１種の有機溶剤の存在下に、αピネン、
リモネン及びターピノーレンからなる群より選ばれる少なくも１種の化合物を用いて、カ
ルボキシル基含有ラジカル重合性モノマーを必須とするラジカル重合性モノマーを共重合
してなる共重合体、及びイソシアネート化合物を含有し、ハロゲン化合物を含有しないこ
とを特徴とする粘着剤。
【請求項２】
ラジカル重合性モノマー１００重量部に対して、αピネン、リモネン及びターピノーレン
からなる群より選ばれる少なくも１種の化合物を０．００１部～５．０重量部用いること
を特徴とする請求項１記載の粘着剤。
【請求項３】
アセチルアセトンを含有することを特徴とする請求項１又は２記載の粘着剤。
【請求項４】
基材上に、請求項１ないし３いずれか記載の粘着剤から形成される粘着剤層を設けてなる
粘着加工品。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、粘着剤及び該粘着剤を用いてなる粘着加工品、即ち塗工物に関する。詳しく
はトルエン及びハロゲン化合物を含有しないという社会的な要求に応える粘着剤に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　従来から有機溶剤型粘着剤の分野では、ラジカル重合性モノマーを重合してなる共重合
体に対して、イソシアネート基を有する化合物が硬化剤として用いられてきた。この場合
、主剤たる重合体は、トルエン存在下で重合されることが多い。トルエンは、モノマーや
生成される重合体に対して溶剤として機能する他、重合時の連鎖移動剤としても機能する
。また、重合後トルエンは、粘度調製用の希釈剤としても使用される場合が多い。
　しかし、近年、環境面等からトルエンを含有しない粘着剤が求められるようになってき
た。
【０００３】
　そこで、トルエンを用いず、酢酸エチル等、他の有機溶剤の存在下にラジカル重合性モ
ノマーを重合してなる共重合体を用いて粘着剤を得ようとした。
　しかし、トルエンを用いないで他の有機溶剤中で重合すると、トルエンを用いて重合し
た場合に比して得られる共重合体の重量平均分子量や数平均分子量が大きくなってしまう
。その結果、トルエン以外の有機溶剤中で重合した重合体を用いた粘着剤は、トルエンを
用いて重合した従来の重合体を用いる場合に比して、従来と同等の固形分では粘度が大き
くなり、塗工性能が著しく劣る。また、塗工性能を向上するために、重合時の固形分を下
げたり、重合後に希釈したりすることはできる。しかし、そのようにして塗工性能を向上
しても、粘着力やタック性能の低下した粘着加工品しか得られない。
【０００４】
　ところで、一般にイソシアネート基は、水酸基やアミノ基を有する成分に対する反応性
に富むので、水酸基やアミノ基を有する成分を主剤とし、該主剤に対する硬化剤としてイ
ソシアネート化合物が使用されることが多い。
　しかし、イソシアネート化合物を用いるタイプの溶剤型粘着剤の分野では、従来から粘
着剤の主剤にとって水酸基やアミノ基は必須というわけではなく、水酸基やアミノ基を有
さず、カルボキシル基を有する主剤に対して、硬化剤としてイソシアネート化合物が用い
られることも多い。
【０００５】
　硬化剤たるイソシアネート化合物は反応性に富むので、主剤と配合した後、有機溶剤中
に含まれる水や空気中に含まれる水とも反応し易い。イソシアネート化合物が、有機溶剤
中に含まれる水や空気中に含まれる水分と反応すると、不溶物が生成し、結果、粘着剤が
白濁してしまう。そして、白濁を起こした粘着剤からは粘着性能の低下した粘着加工品し
か得られなかった。この傾向は、カルボキシル基を有し、水酸基やアミノ基を有しない主
剤を用いる場合に顕著であった。
　主剤と配合した後、塗工性や塗工物の性能に影響を与えない時間を、一般に「可使時間
」と呼び、この可使時間をできるだけ長く確保することが極めて重要である。要求され、
許容される可使時間は、実際に塗工・乾燥する各粘着加工品メーカーによっても相違する
が、おおむね、硬化剤配合後、少なくとも２時間程度は粘着剤の外観や性状が変化せず、
塗工物の性能も変化しないことが求められる。
【０００６】
　そこで、可使時間をより長くすることを目的として、有機溶剤中に含まれる水や空気中
に含まれる水分を捕捉するための水分捕捉剤として粘着剤中にさらにハロゲン化合物が配
合されることが一般的であった。
　しかし、近年、環境面等からハロゲン化合物を含有しないことが要求されるようになっ
てきた。即ち、ハロゲン化合物を含有する粘着剤の場合と同等以上の可使時間を有し、か
つハロゲン化合物を含有しない粘着剤が求められるようになってきた。
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【０００７】
　ところで、粘着剤を用いた粘着加工品は、従来から種々の用途に汎用されており、建材
貼着用、家電製品の部材貼着用、壁紙貼着用等のように、被着体に貼着した状態で室内に
置かれる用途もある。このような場合、粘着剤に含有される成分が気化して室内に漂うこ
とがありうる。気化し得る成分としては、ホルムアルデヒドやトルエン等がある。そして
このような化学物質は、所謂シックハウス症候群を引き起こす原因物質として挙げられて
いる。
【０００８】
　ところで、そもそもこの様な室内で用いられる粘着加工品に用いられる粘着剤に、前述
したようなシックハウス症候群を誘引する化学物質を含まないものを使用すれば問題はな
いと考えられる。
　しかし、ホルムアルデヒドの発生原因と思われるような物質を使用しなくとも、ホルム
アルデヒドは大気中にも含まれ、一部粘着剤中に入り込む可能性もあり、また加熱により
ホルムアルデヒドが発生する可能性もあり、コントロールが難しいという問題がある。
　そこで、環境面からはホルムアルデヒドを含有しない粘着剤を用いてなる粘着加工品で
あって、ホルムアルデヒドの発生を抑制した粘着加工品が求められている。
【０００９】
　ホルムアルデヒド低減法として、尿素とアセチルアセトン、およびグリオキザールとア
セチルアセトンからなる群より選択された増進剤と尿素との組み合わせからなる群より選
択されたホルムアルデヒド捕集剤の使用（特許文献１：特開平２－２３２２７９号公報）
、アセトアセチル基を含有する活性エネルギー線硬化樹脂からなるアルデヒド吸着剤の使
用（特許文献２：特開平１１－１９７５０１号公報）、および尿素、チオ尿素、エチレン
尿素、ジシアンジアミド、グリオキザールモノウレタン、アミン類、アミド類を捕集剤と
して使用すること等が知られている。
　しかし、尿素類は、溶剤系粘着剤では溶解性に乏しい。一方、ジシアンジアミドやアミ
ン類は溶剤型粘着剤のいわゆる主剤と反応し易く、これらを用いた場合粘着剤の経時安定
性に欠けるといった問題があった。
【特許文献１】特開平２－２３２２７９号公報
【特許文献２】特開平１１－１９７５０１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、トルエンおよびハロゲン類を含有しない粘着剤であって、従来と遜色ない粘
着性能、及び可使時間を有する粘着剤を提供することを目的とする。さらに本発明の別の
課題は、粘着加工品から発生し得るホルムアルデヒドを低減することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、トルエンの不存在下であって、酢酸エチル、アセトン、メチルエチルケトン
及びメチルイソブチルケトンからなる群より選ばれる少なくも１種の有機溶剤の存在下に
、αピネン、リモネン及びターピノーレンからなる群より選ばれる少なくも１種の化合物
を用いて、カルボキシル基含有ラジカル重合性モノマーを必須とするラジカル重合性モノ
マーを共重合してなる共重合体、及びイソシアネート系化合物を含有し、ハロゲン化合物
を含有しないことを特徴とする粘着剤に関する。
【００１２】
　また、本発明は、ラジカル重合性モノマー１００重量部に対して、αピネン、リモネン
及びターピノーレンからなる群より選ばれる少なくも１種の化合物を０．００１～５．０
重量部用いることを特徴とする上記発明に記載の粘着剤に関し、
　さらに、本発明は、アセチルアセトンを含有することを特徴とする上記発明に記載の粘
着剤に関する。
【００１３】
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　さらに本発明は、基材上に、上記発明のいずれか記載の粘着剤から形成される粘着剤層
を設けてなる粘着加工品に関する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明により、トルエンおよびハロゲン化合物を含有することなく、従来と遜色ない粘
着性能及び可使時間を有する粘着剤を提供することができるようになった。
　さらに本発明の上記粘着剤にアセチルアセトンを含有することによって、粘着加工品か
ら発生し得るホルムアルデヒド量も低減することが出来た。
　これらはトルエンフリー、ハロゲンフリー、ホルムアルデヒドフリーという社会的要求
に答えるものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明の粘着剤は、主剤たる共重合体を重合する際、トルエンの代替溶剤として、酢酸
エチル、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンをそれぞれ単独で、又
は２種以上を併用するものであり、反応温度の点から酢酸エチル単独がやや好ましい。
　背景技術の項でも述べたように、トルエンの代わりに、これらの有機溶剤の存在下にカ
ルボキシル基含有ラジカル重合性モノマーを必須とするラジカル重合性モノマーを共重合
しただけは、トルエン存在下で重合する場合に比して得られる共重合体の重量平均分子量
等が大きくなり、結果、粘着剤の粘度が増大してしまい、塗工性低下を引き起こすと共に
、粘着性能の低下をも引き起こす。
　本発明は、トルエン以外の有機溶剤を使用するだけでなく、重合の際に、連鎖移動剤と
して、αピネン、リモネン、ターピノーレンのうち少なくとも一種を用いることによって
、従来のトルエン存在下で重合した場合と大差ない重量平均分子量等の共重合体を得るこ
とができるようになったものである。
　αピネン等は、その使用量によっても得られる共重合体の分子量を調節することができ
る。αピネンおよびリモネンは、ラジカル重合性モノマー１００重量部に対して、０．１
～５．０重量部用いることが好ましく０．３～３．０重量部用いることがより好ましく、
０．５～１．３重量部用いることがさらに好ましい。また、ターピノーレンは、ラジカル
重合性モノマー１００重量部に対して、０．００１～１．０重量部用いることが好ましく
、０．０１～０．０５重量部用いることがより好ましい。
【００１６】
　ターピノーレンは、αピネン、リモネンに比して、少量で分子量を調整し得るという点
で好ましい反面、その使用量によって、得られる共重合体の分子量に影響を及ぼす。従っ
て、秤量誤差等を考慮し、一定性状の共重合体を再現性よく生産するという観点からは、
αピネン、リモネンがやや好ましい。
　尚、チオール基を有する化合物のような強烈かつ独特な不快臭ではないが、リモネンは
、柑橘系の香りがする。従って、香性の少ない粘着剤が求められる場合には、リモネンよ
りもαピネンの方がやや好ましい。
【００１７】
　本発明の粘着剤を構成する主成分たる共重合体は、カルボキシル基を有するものであれ
ばよい。カルボキシル基を有する共重合体は、カルボキシル基含有ラジカル重合性モノマ
ーを必須成分とするモノマーを共重合すればよい。
　カルボキシル基含有ラジカル重合性モノマーとしては、（メタ）アクリル酸等が挙げら
れる。
　カルボキシル基含有ラジカル重合性モノマーと共重合し得る他のモノマーとしては、水
酸基含有ラジカル重合性モノマーやカルボキシル基や水酸基を有しない他のラジカル重合
性モノマーが挙げられる。水酸基含有ラジカル重合性モノマーとしては、２－ヒドロキシ
エチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート等が挙げられ
る。カルボキシル基や水酸基を有しない他のラジカル重合性モノマーとしては、２－エチ
ルヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）ア
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クリレート、メチル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリル酸、スチレン等が挙げられ
る。
【００１８】
　重合に際しては、過酸化物系の重合開始剤やアゾビス系の重合開始剤等、従来公知の重
合開始剤を使用することができる。
　これら重合開始剤は、モノマー１００重量部に対して、０．０５～１．０重量部用いる
ことが好ましく、０．１５～０．５重量部用いることがより好ましい。
【００１９】
　得られる共重合体は、ゲルパーミェーションクロマトグラフィーのポリスチレン換算に
よる重量平均分子量が４０万～９０万であることが好ましく、５０万～７５万であること
がより好ましい。分子量が小さくなると、塗工物の耐熱性能や凝集力が低下する傾向にあ
り、分子量が大きくなると、粘着力や塗工性能が低下する傾向にある。
【００２０】
　また、得られる共重合体は、粘着剤の主剤であることを考慮すると、共重合に供される
モノマーから求められるガラス転移温度が、０℃～－８０℃であることが好ましく、－２
０℃～－６０℃であることがより好ましい。
【００２１】
　本発明の粘着剤を構成する硬化剤成分たるイソシアネート化合物としては、種々のポリ
イソシアネート化合物が挙げられる。例えば、芳香族、脂肪族または脂環族の各種公知の
種々のジイソシアネート類が挙げられる。
　芳香族ジイソシアネートとしては、１，５－ナフチレンジイソシアネート、４，４ '－
ジフェニルメタンジイソシアネート、４，４ '－ジフェニルジメチルメタンジイソシアネ
ート、４，４ '－ジベンジルイソシアネート、ジアルキルジフェニルメタンジイソシアネ
ート、テトラアルキルジフェニルメタンジイソシアネート、１，３－フェニレンジイソシ
アネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、トリレンジイソシアネート等が、
　脂肪族ジイソシアネートとしては、ブタン－１，４－ジイソシアネート、ヘキサメチレ
ンジイソシアネ－ト、イソプロピレンジイソシアネート、メチレンジイソシアネート、２
，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、
ｍ－テトラメチルキシリレンジイソシアネート、ダイマー酸のカルボキシル基をイソシア
ネート基に転化したダイマージイソシアネート等が、
　脂環族ジイソシアネートとしては、シクロヘキサン－１，４－ジイソシアネート、イソ
ホロンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、ジシクロヘキシルメタン－４、４ '
－ジイソシアネート、１，３ービス（イソシアネートメチル）シクロヘキサン、メチルシ
クロヘキサンジイソシアネート、ノルボルナンジイソシアネート等が、それぞれ挙げられ
る。
　これらイソシアネート化合物は、前記共重合体１００重量部に対して、１．０～５．０
重量部用いることが好ましく、１．５～３．０重量部用いることがより好ましい。
【００２２】
　背景技術の項でも述べたように、イソシアネート化合物を含有する粘着剤の場合、イソ
シアネート化合物と水との反応を抑制するために、これまでは塩化ベンゾイル等のハロゲ
ン化合物を水分捕捉剤として粘着剤中に配合する必要があった。
　上記したようにトルエンの代わりに酢酸エチル等の存在下に、αピネン等を用いて得ら
れたカルボキシル基含有共重合体を用いる場合、その予期せぬ副次的効果として、塩化ベ
ンゾイル等のハロゲン化合物を粘着剤中に含有しなくても十分な可使時間を確保すること
ができるようになった。
　何故、そのような効果が発現するのかその詳細な機構はまだ不明ではあるが、以下のよ
うに考察される。即ち、トルエンは酢酸エチル等に比して親水性に乏しいので、有機溶剤
中の水や空気中の水分は相対的にトルエンよりもイソシアネート化合物と親和し易いのに
対し、酢酸エチル等は親水性に富むので、有機溶剤中の水や空気中の水は相対的にイソシ
アネート化合物よりも酢酸エチル等とより親和し易い。その結果、トルエンを溶剤として
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用いた場合は、水分捕捉剤の使用が不可欠であったが、酢酸エチル等を用いた場合は、水
分捕捉剤を使用することなく、十分な可使時間を確保することができたものと考えられる
。
【００２３】
　本発明の粘着剤を用いて、種々の用途、分野で使用される粘着加工品を得ることができ
る。例えば、建築物の内外装部材や家電製品の部材を貼着するための粘着剤として好適に
用いることができる。建築物の内装部材や家電気製品の部材のように貼着後、室内に置か
れる物に使用される場合、上記本発明の粘着剤中にアセチルアセトンを含有しておくこと
が好ましい。
　粘着剤中にアセチルアセトンを含有しておくことによって、粘着加工品から発生するホ
ルムアルデヒド量を抑制できる。アセチルアセトンは、酢酸エチル等の有機溶剤中でαピ
ネン等の存在下に重合してなる上述の共重合体、即ち粘着剤の主剤成分に添加、配合して
おいても良いし、粘着剤の主剤成分にイソシアネート化合物を添加、配合する際に、添加
、配合してもよい。いずれの場合も主剤成分、即ち共重合体１００重量部に対して、アセ
チルアセトンは０．０１～２重量部添加することが好ましく、０．０５～１重量部添加す
ることがより好ましい。０．０１重量部未満では、ホルムアルデヒドを捕集する効果が薄
く、２重量部を超えると捕集効果は高まるものの、粘着剤を後述する基材に塗布、乾燥し
、粘着加工品を得た場合に粘着剤層中に残留してしまい、凝集力不足となることがある。
【００２４】
　さらに、本発明の粘着剤には、必要に応じて公知の粘着剤組成物に配合されている充填
剤、顔料、染料、希釈剤、老化防止剤、重合禁止剤、紫外線吸収剤、紫外線安定剤等の各
種添加剤を含んでいてもよい。これら添加剤は、一種類のみを用いてもよく、また、二種
類以上を適宜用いてもよい。また、添加剤の添加量は、所望する物性が得られる量とすれ
ばよく、特に限定されるものではない。
【００２５】
　上記構成の粘着剤は、公知の粘着剤組成物を用いるあらゆる用途に適用することができ
る。
　即ち、本発明にかかる粘着剤は、例えば、粘着シート、粘着テープ、粘着ラベル、両面
テープ等の各種粘着加工の製造に好適に用いることができる。上記粘着加工品の基材とし
ては、具体的には、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリスチレ
ン、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリ塩化ビニル、ポリカーボネート、セロ
ファン等のプラスチック；上質紙、クラフト紙、クレープ紙、グラシン紙等の紙；織布、
不織布等の布；等が挙げられるが、特に限定されるものではない。基材の形状は、例えば
、フィルム状、シート状、テープ状、板状等が挙げられるが、特に限定されるものではな
い。また、基材がプラスチックである場合には、発泡体であってもよい。
【００２６】
　粘着剤を基材に塗布する塗布方法、即ち、粘着加工品の製造方法は、特に限定されるも
のではなく、公知の種々の方法を採用することができる。該方法としては、例えば、粘着
剤を基材に直接、塗布する方法；離型紙に粘着剤を塗布した後、該塗布物を基材に転写す
る方法；等が挙げられる。粘着剤は、基材に容易に塗布することができる。粘着剤を基材
に塗布する際に用いる塗布装置は、特に限定されるものではない。そして、粘着剤を基材
の片面または両面に塗布した後、乾燥させることにより、基材と粘着剤とが一体化し、基
材表面に粘着剤層（以下、粘着剤面と記す）が形成される。乾燥温度は、特に限定される
ものではない。尚、用途によっては、粘着剤組成物を被着体に直接、塗布してもよい。ま
た、離型紙に粘着剤を塗布した後、該塗布物を離型紙から剥離することにより、粘着剤自
体がフィルム状やシート状、テープ状、板状等に形成されてなる粘着製品を製造すること
もできる。
【実施例】
【００２７】
本発明を実施例に基づいて説明する。例中「部」は「重量部」、「％」は「重量％」であ
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る。
【００２８】
実施例１
　攪拌器、温度計、滴下ロート、還流器を備えた重合装置を用い、アクリル酸ブチル６４
．９部、アクリル酸２エチルヘキシル２５部、アクリル酸エチル７部、アクリル酸３部、
アクリル酸ヒドロキシエチル０．１部、酢酸エチル１２０部、αピネン０．８５部、及び
過酸化ベンゾイルパーオキサイド０．０３部を還流下で２時間共重合させ、反応温度を保
ったまま、１時間後、２時間後に過酸化ベンゾイルパーオキサイドを０．０２３部ずつ添
加した。添加後、２時間反応させ、さらに、その後１時間後、２時間後、３時間後にｔ－
ブチル－オキシ－２－エチルヘキサノエートを各０．０２２部ずつ添加した。最後の添加
後、さらに２時間反応させ、冷却後、酢酸エチルで希釈、液温が６０℃以下になったら、
ハイドロキノン誘導体（精工化学社製ノンフレックスアルバー）を０．１部添加し、充分
攪拌後、共重合体溶液を取り出した。ゲルパーミェーションクロマトグラフィー（以下Ｇ
ＰＣ）の分析によるポリスチレン換算の前記共重合体の重量平均分子量は、約６５万であ
り、前記共重合体溶液の固形分は４５％、粘度は２５０００ｍＰａ・ｓであった。
　前記共重合体３６部を含む溶液に粘着付与樹脂９部及び酢酸エチルを添加し、固形分を
４５％、粘度を８０００ｍＰ a・ｓとし、そこにアセチルアセトンを０．１部添加配合し
、粘着剤の主剤を得た。
　尚、不揮発分の測定は電気オーブンで１５０℃－２０分後の乾燥前後の重量比から求め
た。粘度は２５℃、Ｂ型粘度計（♯３ローター．１２ｒｐｍ）で測定した値である。
【００２９】
実施例２
　実施例１において用いたαピネンに代え、リモネンを０．８部使用した以外は実施例１
と同様にして、重量平均分子量が約６５万のアクリル共重合体溶液を得た。以下同様にし
て、粘着付与樹脂及び酢酸エチルを添加し、固形分４５％、粘度８０００ｍＰ a・ｓとし
た後、アセチルアセトンを０．１部添加配合し、粘着剤の主剤を得た。
【００３０】
実施例３
　実施例１において用いたαピネンに代えて、０．０２５部のターピノーレンを使用した
以外は実施例１と同様にして、重量平均分子量が約６５万のアクリル共重合体溶液を得た
。以下同様にして、粘着付与樹脂及び酢酸エチルを添加し、固形分４５％、粘度８０００
ｍＰ a・ｓとした後、アセチルアセトンを０．１部添加配合し、粘着剤の主剤を得た。
【００３１】
実施例４
　実施例１においては添加したアセチルアセトンを配合しなかった以外は、実施例１と同
様にして、粘着剤の主剤を得た。
【００３２】
比較例１
　実施例１では酢酸エチルを１２０部用いていたが、これを酢酸エチル１００部及びトル
エン２０部とし、実施例１では用いたαピネンを用いなかった以外は、実施例１と同様に
して、重量平均分子量約６３万、固形分４５％、粘度２５０００ｍＰａ・ｓのアクリル共
重合体溶液を得た。
　前記アクリル共重合体３６部を含む溶液に、粘着付与樹脂９部及び酢酸エチルを添加し
、固形分を４５％、粘度を８０００ｍＰ a・ｓとし、そこに粘着剤とした際の可使時間延
長のための水分捕捉剤として、塩化ベンゾイル０．０１部を配合し、粘着剤の主剤を得た
。
【００３３】
比較例２
　水分捕捉剤となる塩化ベンゾイルを配合しなかった以外は、比較例１と同様にして、粘
着剤の主剤を得た。
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【００３４】
比較例３
　比較例１において使用していたαピネンを使用せず、重合溶媒を酢酸エチル１２０部の
みに代えた以外は、比較例１と同様にして、重量平均分子量約９５万、固形分４５％のア
クリル共重合体溶液を得、以下同様にして該共重合体３６部を含む溶液に、粘着付与樹脂
９部及び酢酸エチルを添加し、固形分を４５％、粘度を１２０００ｍＰ a・ｓとし、そこ
に粘着剤とした際の可使時間延長のための水分捕捉剤として、塩化ベンゾイル０．０１部
を配合し、粘着剤の主剤を得た。
【００３５】
比較例４
　塩化ベンゾイルを配合しなかった以外は比較例３と同様にして、粘着剤の主剤を得た。
【００３６】
［粘着剤の調整］
　各実施例及び比較例で得られた粘着剤の主剤１００重量部に対し、芳香族系ジイソシア
ネートのトリメチロールプロパンアダクト体の酢酸エチル溶液（固形分３７．５％）を２
．５重量部を配合し、各粘着剤を得た。
【００３７】
＜可使時間＞
　予め窒素ガスを吹き込んでおいた２２５ｍｌの広口瓶に、各粘着剤を調整後直ちに約７
分目まで充填密封し、４０℃の電気オーブン内に保管し、目視評価を行った。
　目視評価は粘着剤の外観（主に白濁不溶物の発生）の異状を観察し、配合後、僅かにで
も異状が見られた時間＝可使時間とする。
【００３８】
［物性評価］
　各粘着剤をテストコーターで市販の離型紙に乾燥膜厚が２５ｇ／ｍ 2になるよう塗工し
、電気オーブンで１００℃－２分、乾燥し、溶剤を除去した後に、５０μＰＥＴフィルム
をラミネートして巻き取り、粘着塗工物を得た。これを２３℃－５０％ＲＨの恒温恒湿室
にて、所定のプレスを施して、７日間養生し、以下に示す物性（粘着力、保持力、タック
）評価用の塗工物試験片とした。
【００３９】
＜粘着力＞
　１０ｃｍ×２５ｍｍの塗工物試験片から離型紙を剥がし、研磨したステンレス板、また
はポリエチレン板に粘着剤層を貼着し、２ｋｇロールで１往復圧着した後、２４時間後の
１８０°剥離試験で計測した。
【００４０】
＜保持力＞
　１０ｃｍ×２５ｍｍの塗工物試験片から離型紙を剥がし、研磨したステンレス板に２５
ｍｍ×２５ｍｍの面積で粘着剤層を貼着し、２ｋｇロールで１往復圧着した後、４０℃雰
囲気で１ｋｇの荷重をかけ、７万秒経時させ、貼付位置のズレの距離（ｍｍ）を計測した
。
【００４１】
＜タック＞
　ＪＩＳ　Ｚ　０２３７　傾斜式ボールタックに準拠して試験した。
【００４２】
〔ホルムアルデヒド測定方法〕　内容量８００～１０００ｍＬのガラス瓶に、４ｍＬの蒸
留水を予め入れておく。物性評価に用いたのと同様の塗工物試験片（２０ cm×１０ cm）か
ら離型紙を剥がし、ＰＥＴフィルムと粘着剤層とからなる試験片本体を前記蒸留水中に入
れ、９０℃で２時間放置して、ホルムアルデヒドを蒸留水に吸収させる。試験溶液中のホ
ルムアルデヒドの濃度はアセチルアセトン法によって、光電分光光度計または光電比色計
を用いて比色定量する。

10

20

30

40

50

(8) JP 3846471 B2 2006.11.15



【００４３】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４４】
　比較例１の粘着剤は、可使時間も長く、物性も良好ではあるが、トルエン及びハロゲン
化合物を含有するとともに、粘着加工品からホルムアルデヒドが発生する。比較例２の粘
着剤は、ハロゲン化合物を含有しないものではあるが、反面可使時間が２時間未満となっ
てしまい、粘着加工品の物性も低下する。
　比較例３の場合は、トルエンを含有しないものではあるが、重合の際にαピネン等を用
いなかったので、粘着剤の主剤を構成する共重合体の重量平均分子量が大きくなり、粘着
加工品の物性も著しく劣る。
　比較例４の場合は、トルエンを含有せず酢酸エチルのみを含有するので、ハロゲン化合
物を含有しなくとも、十分な可使時間を確保できる。しかし、比較例３と同様に重合の際
にαピネン等を用いなかったので、粘着剤の主剤を構成する共重合体の重量平均分子量が
大きくなり、粘着加工品の物性が著しく劣る。しかも、粘着加工品からホルムアルデヒド
が発生する。
【００４５】
　これに対し、実施例１～４の粘着剤は、いずれも十分な可使時間を有し、粘着加工品と
して十分な物性を発現するものであるとともに、環境悪化の原因となる物質を含有しない
、ないしそのような物質の発生を抑制・低減したものである。
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